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1.　はじめに

下水道は，国民生活にとって必要不可欠な社会
資本であるが，地球温暖化や資源・エネルギー需
給逼迫への対応として，温室効果ガスの削減対策
とともに，下水汚泥や下水熱のエネルギー利用，
リンの資源利用等のポテンシャルの活用が求めら
れている。
このような社会的要請および行政ニーズを踏ま

えた新技術も開発されつつあるが，まだ実績が少
なく導入に慎重な下水道事業者も多い。このた
め，国土交通省下水道部では，「下水道革新的技
術実証事業（B―DASHプロジェクト）」を平成23
年度より開始しており，国土技術政策総合研究所
（以下「国総研」という）下水道研究部はこの実
証研究の実施機関となっている。
このB―DASHプロジェクトの目的は，優れた
革新的技術の実証・普及により，下水道事業にお
けるコスト縮減や再生可能エネルギー等の創出を
実現し，併せて本邦企業による水ビジネスの海外
展開を支援することである。具体的には，国土交
通省下水道部による公募，有識者の審査により採
択された技術について，国総研の委託研究によ
り，研究体（受託者）が実規模施設を下水処理場
に設置し，処理の安定性，技術の適用性，技術導

入によるコスト縮減・温室効果ガス排出量削減・
省エネルギー効果等を実証し，国総研がその成果
を踏まえて，下水道事業者による導入検討のため
のガイドラインを策定し，もって普及を図るもの
であり，平成23年度より毎年度，技術テーマを設
定の上公募し，順次，実証ならびにガイドライン
の策定を行なっている（図― 1）。
平成23年度に採択したバイオガス活用技術につ
いてのガイドラインを平成25年 7 月に策定・公表
したのに続き，このたび，平成24年度に採択した
下水汚泥固形燃料化技術，未処理下水熱利用技
術，汚泥処理由来の窒素除去およびリン除去回収
技術の 4技術について実証研究の成果がとりまと
められ，その成果を踏まえ，各技術についてガイ
ドラインを策定したので，ここに報告するもので
ある。

2.　平成24年度採択の実証技術の概要

⑴　下水汚泥固形燃料化技術
①　温室効果ガスを排出しない次世代型下水汚泥
固形燃料化技術実証研究（実施者：長崎市・長
崎総合科学大学・三菱長崎機工株式会社共同研
究体　実証フィールド：長崎市東部下水処理場）
水熱反応，高速消化，脱水および乾燥工程で構
成され，水熱反応により下水汚泥中の易分解性固
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形有機物を加水分解し，高速消化により水溶性有
機物を消化ガスに転換し，熱エネルギー源として
活用するとともに，残った汚泥中の残渣を脱水・
乾燥し固形燃料化する（図― 2）。
②　廃熱利用型低コスト下水汚泥固形燃料化技術
の実用化に関する実証研究（実施者：JFEエン
ジニアリング株式会社　実証フィールド：松山
市西部浄化センター）
未利用熱である焼却炉廃熱（300℃程度）およ

び余剰消化ガスを汚泥乾燥の熱源として活用し，
表面固化乾燥装置により汚泥固形燃料を製造する
とともに，汚泥固形燃料を焼却炉で使用し，補助
燃料の削減を図る（図― 3）。

⑵　未処理下水熱利用技術
①　管路内設置型熱回収技術を用いた下水熱利用
に関する実証研究（実施者：大阪市・積水化学
工業株式会社・東亜グラウト工業株式会社共同
研究体　実証フィールド：大阪市海老江下水処
理場および下水道科学館）
処理場の流入管や下水幹線管などの未処理下水
が流れる下水管路に，管路更生と一体で熱交換器
を設置して下水熱を回収し，ヒートポンプを介し
て地域冷暖房に活用する。冬季には外気温より高
く，夏季には外気温より低いという下水温度の特
性を生かすことにより，ヒートポンプの高効率化
が可能となる（図― 4）。
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図― 1　B―DASHプロジェクトの概要

図― 2　実証施設の外観（長崎市東部下水処理場）
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⑶　汚泥処理由来の窒素除去およびリン除去回収
技術

①　固定床型アナモックスプロセスによる高効率
窒素除去技術に関する技術実証研究（実施者：
熊本市・日本下水道事業団・株式会社タクマ共
同研究体　実証フィールド：熊本市東部浄化セ
ンター）
汚泥処理返流水（嫌気性消化汚泥脱水ろ液）か

らの窒素除去に，固定床方式を用いたアナモック
ス反応技術（アナモックス細菌の働きにより，嫌
気条件下でアンモニアと亜硝酸性窒素を窒素ガス

に変換）を適用し，必要空気量，薬品費用，汚泥
発生量等の削減を図る（図― 5）。
②　栄養塩除去と資源再生・革新的技術実証研究
（実施者：水ing株式会社・神戸市・三菱商事ア
グリサービス株式会社共同研究体　実証フィー
ルド：神戸市東灘処理場）
完全混合型晶析リアクタにより消化液から直接
リンを除去・回収し，肥料原料に適したMAP（リ
ン酸マグネシウムアンモニウム）としてリン収量
の向上を図るとともに，MAPによる配管閉塞を
抑制する（図― 6）。
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図― 3　処理フロー（表面固化乾燥技術）

図― 4　管路内設置型熱回収技術の構成模式図と熱交換器の様子（暖房利用時の例）

図― 5　固定床型アナモックスプロセスの処理フロー



建設マネジメント技術　　2014年 8月号22

特集 技術研究開発の最前線

3.　ガイドライン策定の方法

ガイドライン策定に当たっては，実証研究の具
体的成果を踏まえるとともに，専門的知識を有す
る有識者および実務に精通した地方公共団体の下
水道事業者より意見を聴取しながらとりまとめ，
有識者による評価を受けた。ガイドラインは革新
的技術ごとに作成することとしており，今回は平
成24年度に採択して実証した 5技術のうち，2.⑴
①の技術を除く 4技術についてガイドラインを策
定した。

4.　ガイドライン策定のポイント

B―DASHプロジェクトの主目的が，優れた革
新的技術の普及であることを踏まえ，地方公共団
体の下水道事業者が革新的技術の特徴や性能を理
解し，革新的技術の導入可能性を容易に検討する
ことが可能となり，かつ説得力の高いガイドライ
ンとなるように，特に以下の点に留意することと
した。
①　革新的技術導入の前提条件や特に効果が見込
まれる条件を，できるだけ具体的に記載した。

②　エネルギー効率等に優れた技術導入の推進の
観点から，各技術についてエネルギー消費量を
はじめとする性能指標項目を設定し，実証成果

を踏まえた性能指標値を設定した。
③　革新的技術導入による省エネルギー効果・コ
スト縮減・温室効果ガス排出量削減の試算方法
を，試算例と併せて提示し，地方公共団体の下
水道事業者自らが効果を試算することにより，
導入可能性を容易に判断できるよう配慮した。
④　実証成果とガイドライン記載内容の対応関係
が容易に把握できるようにする等，ガイドライ
ン記載内容の技術的根拠を明確にした。

5.　ガイドラインの構成と主な内容

⑴　ガイドラインの総則（第 1章）
「目的」「適用範囲」「ガイドラインの構成」「用
語の定義」として整理した。

⑵　革新的技術の概要と評価（第 2章）
革新的技術の概要・特徴や，実証成果に基づく
革新的技術の性能を簡潔に把握可能とするため，
次のとおり整理した。

第 1節　技術の概要
・技術目的：技術の導入により解決しようと
する課題を簡潔に記載
・技術概要：革新的技術の基本的な原理を記
載
・適用条件：技術導入の前提条件や特に効果
が見込まれる条件を具体的に記載

図― 6　消化汚泥からのリン除去回収技術の処理フロー
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第 2節　実証研究に基づく評価の概要
・評価指標：単位量当たりエネルギー消費
量，単位量当たり温室効果ガス排出量，
単位量当たりコストを共通項目として設
定し，技術分野に応じて個別項目も併せ
て設定

・評価結果：指標の算定方法とともに，実証
成果に基づく指標値を提示

⑶　導入検討の方法（第 3章）
革新的技術の導入に際しては，まず始めに導入

可能性について検討を行ない，効果が期待でき実
現性が高いと判断できた場合に，より具体的な計
画・設計に進むことが効率的であると考えられ
る。このため，地方公共団体の下水道事業者が容
易に導入可能性を検討するための方法を次のとお
り整理した。

・基礎調査：導入効果の検討に当たり収集す
べき情報を提示

・導入効果：革新的技術と他技術の比較シナ
リオおよび革新的技術の導入効果の試算
例（省エネルギー効果，温室効果ガス排
出量削減効果，コスト縮減効果）を提示。
なお，固定床型アナモックスプロセス技
術については，導入効果の検討に先立
ち，返流水対策の必要性についての検討
方法も提示。

⑷　計画・設計の方法（第 4章）
導入検討の結果として導入効果が期待できると

判断された場合に，導入に向けてより具体的に計
画・設計を進めるための方法について，「基本計
画」「施設設計」として整理した。

⑸　維持管理の方法（第 5章）
革新的技術を導入した場合において，下水道管

理者等が実施すべき維持管理の具体的方法につい
て，「運転管理」「保守点検」「緊急時の対応」と

して整理した。なお，「運転管理」では，運転管
理項目を明確にするとともに，想定されるトラブ
ルの例と対処方法を「緊急時の対応」において明
らかにした。

⑹　資 料 編
ガイドラインの技術的根拠となる実証研究成
果，ケーススタディ結果（革新的技術の導入効果）
の詳細等を示した。

6.　ま と め

B―DASHプロジェクトの実証研究の成果を踏
まえて，固形燃料化・下水熱利用・汚泥処理由来
の栄養塩除去回収の技術分野について，地方公共
団体の下水道事業者が導入検討の際に参考とでき
るガイドライン 4編を策定し，近日中に国総研資
料として刊行予定である。なお，ガイドラインは
国総研ホームページ（http : //www.nilim.go.jp/
lab/ecg/bdash/bdash.htm）からダウンロードが
可能である。
今後は，平成24年度採択技術のうち，残り 1技
術（温室効果ガスを排出しない次世代型下水汚泥
固形燃料化技術（実施者：長崎市・長崎総合科学
大学・三菱長崎機工共同研究体））についてもガ
イドラインを策定するとともに，革新的技術の普
及導入が促進されるよう，ガイドラインの活用に
向けた取り組みを進めていく予定である。また，
平成25年度採択の実証分野であるバイオマス発電
システム技術についても同様にガイドライン化に
向けて取り組むとともに，平成26年度採択の実証
分野の技術についても，できる限り早期に実証を
開始する所存である。
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